




























































































９）術式（open vs. VATS）。【結果】１）性差：女性が有意に予後良好（p < 0.01）、２）遺
伝子status：EGFR変異陽性またはALK陽性例は陰性例に対し予後良好（p < 0.05）、３）
組織型：腺癌は扁平上皮癌に対し有意に予後良好（p < 0.05）、４）年齢：中央値71で２
群に分け、比較するも両群間に有意差なし、５）腫瘍部位別：上葉は下葉に対し有意
に予後良好（p < 0.01）、６）転移再発臓器別：肝転移で予後不良、７）リンパ節転移有無：
有意差なし、８）術後補助化学療法：カルボプラチン併用（５生率83.3％）で他（シスプ
ラチン併用、単剤、未施行）に比べ予後良好。９）術式：有意差なし。【考察】肺癌予後
因子として従来から報告されている性差、EGFR変異に加え、腺癌の予後が扁平上皮
癌より予後良好となっているが近年の抗癌剤による再発後の治療選択肢の多さに起
因するものと考える。III期肺癌において上葉に比べて下葉の予後が不良であること
や術後補助化学療法の選択が予後に影響している可能性があるが症例数が少なく更
なる症例の蓄積が必要。【結語】III期肺癌において多様性が示唆された。TNM分類の
みではなく様々な因子により予後を推測することが肝要。
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【目的】当院では2017年3月より消化器外科患者の術後呼吸器合併症予防を目的に入院支援
部門が発足した。当科では入院支援の一環として術前呼吸リハビリテーション（以下、術
前呼吸リハ）を導入した。入院支援の介入による効果を調査した。【対象】2016年3月～2018
年2月の間に消化器外科手術と術後理学療法を行った105例を対象とした。2016年3月～
2017年2月の間の79例（男41例、平均77±11歳）を通常群とし、2017年3月～2018年2月の間で
入院支援部門が介入し、術前呼吸リハを行った26例（男23例、平均年齢72±11歳）を介入群
とした。当院倫理委員会で承認を得た（受付番号337）。【方法】介入群は術前の外来にて入
院支援部門の看護師が術前後の体調管理、術後合併症予防について説明を行い、理学療法
士がコーチ2を用いた呼吸練習を指導した。手術前日までの間、30回/日を自主練習として
実施した（平均実施期間10±3日）。また、排痰法や起居動作方法を指導した。カルテより基
本属性、手術時間、離床状況、術後在院日数、術後呼吸器合併症の有無を調査し、2群間
で比較検討した。【結果】年齢に有意差は認めなかった。手術時間は通常群118分、介入群
166.5分（P<0.05）、術後の歩行開始日は通常群1（1-52）日、介入群1（1-5）日（P<0.05）、術後
在院日数は通常群18.5（2-166）日、介入群20（5-94）日（P>0.05）、術後呼吸器合併症は通常群
7例、介入群0例であった。【考察】介入群は術後呼吸器合併症が通常群よりも減少した。こ
れは術前呼吸リハや術後の離床が早まったことが影響した可能性があり、術後早期離床の
重要性を多職種で指導することで離床期間が短縮したと推測された。
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【目的】富士通株式会社フイールド・イノベーションを活用し、外来業務量調査を実施、
外来看護のあるべき姿の明確化を図り業務改善に取り組んだ。【方法】2017年7月～3
月富士通株式会社の支援のもと1．可視化の準備としてインタビューと看護師業務棚
卸、業務量調査票作成。2．外科チームを対象に業務量調査と現場観察を行い可視化。
3．データを基にワークショップを開き施策を抽出、PDCAサイクルを展開。【結果】
1．棚卸作業で外来看護業務のあるべき姿を議論し、独自の外来業務量調査票を作成
した。業務内容を9つの大項目と27の中項目に分類し、4つの視点で評価する調査票
が完成した。2．外科チームスタッフが外来業務量調査を実施。並行してFIerが現場
観察をした。3．業務量調査のデータ分析と現場観察の気づきを活用し、ワークショッ
プを実施。短期施策と中長期施策が決定、施策毎の実施計画書を作成後実践評価し
た。短期施策に（１）電話対応の効率化（２）急変患者対応のための整備（３）清掃業務の
委託範囲増加（４）救急外来看護体制の見直しを上げ、3月までに（１）（２）を解決。中長
期施策に（５）外来予約枠最適化（６）外来継続看護の仕組み作り（７）看護師の事務的業
務の移管、3つを先行し実践している。【考察】施策を体系化してみると、（１）～（６）
の施策で業務の効率化や体制整備・事務的作業の移管などを行い、時間創出を図った。
一方（７）では新たに外来における継続看護の仕組み作りに取り組み見始めている。看
護管理者とスタッフが対話とリフレクションを重ね、自分達の目指す看護を言語化
していき、最終的に外来看護のあるべき姿を明確にすると共に、その重要性を認識
する機会となった。
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